
学校教育設備整備費等補助金交付要綱

平成１５年４月１日

文部科学大臣決定

一部改正 平成１７年４月１日

一部改正 平成１９年４月２日

一部改正 平成２０年４月１日

一部改正 令和３年８月１０日

（通 則）

第１条 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費、特別支援教

育設備整備費等）（以下「補助金」という。）の交付については、別記１の法令

並びに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７

９号。以下「適正化法」という。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。

以下「施行令」という。）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。

（交付の目的）

第２条 この補助金は、次の各号に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行

う場合、国の予算の範囲内でその経費の一部を補助し、もって産業教育並びに特

別支援教育の振興に資することを目的とする。

( ) 学校法人（以下「補助事業者」という。）が産業教育を実施するための実験1
実習設備の整備

( ) 補助事業者が特別支援学校、小学校若しくは中学校（中等教育学校の前期課2
程を含む。以下同じ。）の特別支援学級、又は学校教育法施行規則（昭和２２

年文部省令第１１号）第１４０条に定めるところにより心身の故障に応じた特

別の指導の場（以下「通級指導教室」という。）において障害に適応した教育

を実施する上に必要とする設備の整備、障害に対応した情報機器等の整備又は

学校の安全管理のための設備の整備

（交付の対象及び補助率）

第３条 文部科学大臣（以下「大臣」という。）は、補助事業者が行う補助事業を

実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費

（以下「補助対象経費」という。）について予算の範囲内で補助金を交付する。

２ 補助金の区分及び補助対象経費並びに補助率は、別記２に掲げるとおりとする。

（申請手続）

第４条 この補助金の交付を受けようとする補助事業者は、交付申請書（様式第

１）を大臣に提出しなければならない。交付申請書等の提出については、都道府



県知事に送付するものとし、都道府県知事は、受領した日から起算して３０日以

内に交付申請書に交付申請額一覧（様式第２）を添えて大臣に送付するものとす

る。

（交付決定の通知）

第５条 大臣は、補助事業者から前条の規定による交付申請書等の提出があったと

きは、審査の上、交付決定を行い、都道府県知事に交付決定額一覧（様式第４）

を送付するものとする。

２ 都道府県知事は、大臣から補助事業者に係る交付決定額一覧の送付を受けたと

きは、速やかに補助事業者に対し交付決定通知書（様式第３）を作成の上、通知

するものとする。

３ 交付の決定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、交付申請書が文部科学

省に到達してから３０日とする。

（申請の取下げ）

第６条 補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付した条件について不服があ

ることにより補助金交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を

受けた日から１５日以内にその旨を記載した書類を大臣に提出しなければならな

い。

２ 補助事業者が行う前項の規定に基づく書類の提出については、都道府県知事に

送付するものとし、都道府県知事は受領した書類を大臣に送付するものとする。

（補助事業の遂行）

第７条 補助金の交付決定を受けた補助事業者は、補助事業を遂行するための契約

を締結し、又は支払いを行う場合には、国の契約及び支払いに関する規程の趣旨

に従い、公正かつ最小の費用で最大の効果をあげ得るよう経費の効率的使用に努

めなければならない。

（計画変更の承認）

第８条 補助事業者は、補助対象経費の区分ごとに配分された額又は補助事業の内

容を変更する場合には、あらかじめ計画変更承認申請書（様式第５）を大臣に提

出し、その承認を受けなければならない。ただし、次の各号に掲げる軽微な変更

についてはこの限りではない。

( ) 高等学校産業教育設備整備費については、別記２の「補助金事業名」欄に掲1
げた事業（以下「事業」という。）ごとに配分された国庫補助金の合計額及び

補助対象学校等などに変更をきたすことなく、事業ごとに配分された補助対象

経費の２０％以内の額を変更する場合。

( ) 特別支援教育設備整備費等については、補助対象経費又はその配分額（学校2
等あたり設備細目事業補助対象経費）を２０％以内において変更する場合、別



記２－２－１に定める補助対象特別支援学校及び特別支援学級に該当する範囲

において補助対象特別支援学校及び特別支援学級名を変更する場合及び整備品

目、単価、数量、規格を変更する場合。

２ 大臣は、前項の承認をする場合においては、必要に応じて交付決定の内容を変

更し又は条件を付することがある。

（補助事業の中止又は廃止）

第９条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、その旨を記

載した承認申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。

（事業遅延の報告）

第１０条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見

込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には速やかにその旨を記載

した遅延報告書を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。

（状況報告）

第１１条 補助事業者は、補助事業の遂行及び支出状況について、都道府県知事の

要求があったときは、速やかに状況報告書（様式第６）を都道府県知事に提出し

なければならない。

（実績報告）

第１２条 補助事業者は、補助事業を完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承

認を受けたときを含む。）は、実績報告書（様式第７）を補助事業の完了の日か

ら起算して３０日以内又は翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに都道府

県知事に提出しなければならない。

（補助金の額の確定等）

第１３条 都道府県知事は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助

金の交付の決定の内容（第８条及び第９条に基づく承認を得た場合その承認され

た内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、補助事業者に通知する。

２ 都道府県知事は、補助事業者に係る補助金の額の確定を行った場合は、確定報

告書（様式第８）に当該補助事業者の実績報告書の総括表（写）を添えて大臣に

送付するものとする。

３ 都道府県知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されるときは、その超える部分の補助金の返還

を命ずるものとする。

（交付決定の取消等）

第１４条 大臣は、第９条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に



掲げる場合には第５条の交付決定の全部若しくはその一部を取り消し、又は変更

することができる。

( ) 補助事業者が適正化法、施行令若しくはこの要綱又はこれらに基づく大臣の1
処分又は指示に違反した場合

( ) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合2
( ) 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適切な行為をした場3
合

( ) 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続す4
る必要がなくなった場合

２ 大臣は、前項の取り消しをした場合において、既に当該取り消しに係る部分に

対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部

の返還を命ずるものとする。

（財産の管理等）

第１５条 補助事業者は、補助対象経費により取得した財産（以下「取得財産」と

いう。）については補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管

理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなければ

ならない。

２ 取得財産を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、大

臣は、その収入の全部又は一部を国に納付させることがある。

（財産処分の制限）

第１６条 施行令第１３条第４号の規定により大臣が定める財産は、取得財産のう

ち、取得価格が１個又は１組５０万円以上の財産とする。

２ 施行令第１４条第１項第２号に定める財産の処分を制限する期間は、補助金交

付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１

５号）を勘案して大臣が別に定める期間とする。

３ 補助事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限され

た取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ大臣の承認を受けなければ

ならない。

４ 前条第２項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。

（補助金の経理）

第１７条 補助事業者は、補助事業についてその収入及び支出を記載した帳簿を備

え、経理状況を常に明確にし、関係証拠書類とともに補助事業を廃止した日又は

完了した日の属する年度の翌年度から５か年間保管しておかなければならない。

（準用）

第１８条 第６条第２項の規定は、第８条、第９条、第１０条及び第１６条第３項



の規定に基づく申請書又は報告書の提出について、これを準用する。

（電磁的方法による提出）

第１９条 申請者又は補助事業者は、適正化法、施行令又は本要綱の規定に基づく

申請、届出、報告その他大臣又は都道府県知事に提出するものについては、電磁

的方法（適正化法第２６条の３第１項の規定に基づき大臣が定めるものをい

う。）により行うことができる。

（電磁的方法による通知等）

第２０条 大臣又は都道府県知事は、適正化法、施行令又は本要綱に規定する通知、

承認、指示又は命令（以下「通知等」という。）について、補助事業者が書面に

よる通知等を受けることを予め求めた場合を除き、電磁的方法により通知等する

ことができる。この場合、大臣又は都道府県知事は、到達確認を行うものとする。

（その他）

第２１条 前条までに定めるもののほか、この補助金の取扱いに関し必要な事項は、

別に定める。



別記 １

補 助 金 名 根 拠 法 令

・産業教育振興法

高等学校産業教育設備整備費補助 （昭和２６年法律第２２８号）

・産業教育振興法施行令

（昭和２７年政令第４０５号）

・産業教育振興法施行規則

（昭和５１年文部省令第３６号）



１．高等学校産業教育設備整備費 別記２

（１）国 庫 補 助 金 の 交 付 の 対 象 と す る 事 業 等

国 庫 補 助
補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

学校教育設備整備 一 般 設 備

費等補助金（高等 １ 基 準 設 備 農業、工業、商業、水産、家庭、 １ 国庫補助金交付の対象とする基準設備は、省令別表第 1/3。ただし、沖縄

学校産業教育設備 看護、情報又は福祉に関する学科若 １の科目群ごとに掲げる品目とする。 にあっては6/10｡

整備費 しくは総合学科（職業科目を２５単 ２ 国庫補助金の交付の対象とする経費は、基準設備の購

位以上開設している場合に限る ） 入に要する経費とする。。

を設置している高等学校において、 ３ 各学校ごとの国庫補助金の交付の対象とする経費は、

政令別表に掲げる設備（以下「基準 各学校で開設する科目に対応する別記１の科目群ごとの

設備」という ）の整備を行う事業 「基準金額」欄に掲げる金額の合計（省令第３条第１項。

とする。 各号によって行う別に定める補正を適用した場合は、補

正後の金額の合計とする ）を限度とする。。

４ 取得価格が１個又は１組５万円未満の設備は、補助対

象経費に含まないものとする。

５ 省令別表第１に定める科目群ごとの品目に該当しない

品目及び当該別表に定める品目ごとの数量を超える数量

の品目を整備するために必要な経費については、別に定

めるところにより、各学校ごとの基準金額（補正を適用

した場合は、補正後の基準金額とする ）の総額の範囲。

内において補助対象とすることができる。

２ 普通科等産業 高等学校の普通科その他普通教育を １ 国庫補助金の交付の対象とする普通科等は、農業、工 1/3。ただし、沖縄

教育設備 施す学科、専門学科及び総合学科（基 業、商業、水産、看護、情報又は福祉の教科・科目を４ にあっては6/10｡

準設備の補助対象となる学科は除く。 単位以上履修（総合学科にあっては開設）させるものと

以下「普通科等」という｡)における産 する｡

業教育のための実験実習設備 以下 普 ただし、普通科等に職業学科並びに職業科目を２５単（ 「

通科等産業教育設備」という ）の整 位以上開設している総合学科が併置されている場合は、。

備を行う事業とする。 除くものとする。

２ 国庫補助金の交付の対象とする普通科等産業教育設備



国 庫 補 助
補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

は、産業教育のための実験実習に必要な設備とする。

ただし、次に掲げる設備は、原則として除くこととす

る。

(1) 実験実習との関係の度合が比較的うすい机・戸だな

類、模型・標本類及び搬送用器具等の設備

(2) 破損しやすい消耗品的設備

(3) 購入単価５万円未満の設備

(4) 電子計算組織及びＬ・Ｌ装置

３ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費は、当該設

備の購入に要する経費とする。

４ 国庫補助金の交付の対象とする１普通科等当たりの設

備の経費の総額は、次表の「単位区分」欄に掲げる単位

区分ごとに「金額」欄に掲げる金額から整備を行う年度

の前年度末の現有金額を減じた金額を限度とする。

単位区分 金 額( )千円

４～ ７単位 20，000

８～１７単位 30，000

１８～２９単位 45，000

３０単位以上 65，000

３ 共同製作設備 農業、工業、商業、水産、家庭、 １ 国庫補助金の交付の対象とする材料は、次の各事項に 1/3。ただし、沖縄

材料 看護、情報又は福祉に関する学科若 該当する共同製作設備を製作するための材料とする。 にあっては6/10｡

しくは総合学科（職業科目を２５単 （1) 教員の指導のもとに数名以上の生徒が共同して製作

位以上開設している場合に限る ） する設備で、原則として当該年度の３月３１日までに。

を設置している高等学校において、 完成するもの。

当該学科の生徒が共同して産業教育 （2) 当該学科の生徒が相当の期間産業教育のための実験

のための実験実習に必要な設備（以 実習の用に供し得る設備。

下「共同製作設備」という ）を製 （3) 設置者の所有とし、かつ、当該高等学校において管。



国 庫 補 助
補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

作する場合にその材料を購入する事 理することができる設備。

業とする。 ただし、次に掲げる設備を製作するための材料は、

原則として除くものとする。

① 動物、植物、魚貝、鉱物及び食品の標本類

② 図書及びパンフレット等の印刷物の類

③ 飼育又は栽培のための動物、植物及び魚貝の類

２ 国庫補助金の交付の対象とする経費は、材料の購入に

要する経費とする。

なお、材料を加工等とするための光熱水料、燃料費及

びフィルムの現像料等の役務費は除くものとする。

３ 国庫補助金の交付の対象とする経費は、共同製作設備

の数量１の材料の購入に要する経費について６万円以上

６０万円以下とする。

設 備 更 新 当該設備を整備した年度から１０ １ 国庫補助金の交付の対象とする設備の品目は、更新さ 1/3。ただし、沖縄

年(電子計算組織は、５年とする。) れる品目と同一のものとする。 にあっては6/10｡

を経過した設備の更新を行う事業と ２ 国庫補助金の交付の対象とする経費は、設備の購入に

する。 要する経費とする。

普通科等家庭科 高等学校の普通科等における家庭 １ 国庫補助金の交付の対象とする高等学校（分校は１の 1/3。ただし、沖縄

科教育のための実験実習設備の整備 高等学校とみなす。）は、家庭に関する科目を４単位 にあっては6/10｡

を行う事業とする。 （科目「家庭基礎」においては２単位）以上履修させる

学科を設置している高等学校とする。

２ 国庫補助金の交付の対象とする設備は 別に定める 高、 「

等学校普通科等家庭科教育施設・設備基準」に掲げるもの

を標準とする。

３ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費の総額は、



国 庫 補 助
補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

次表の「単位区分」欄に掲げる単位区分ごとに「金額」

欄に掲げる金額から整備を行う年度の前年度末の現有金

額を減じた金額を限度とする。

単位区分 金 額

※４～ ７単位 10，579千円

８～１７単位 13，327

１８単位以上 18，398

※科目「家庭基礎」を履修する場合は２～７単位

４ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費は、当該設

備の購入に要する経費とする。

専 攻 科 高等学校における職業学科若しくは １ 国庫補助金の交付の対象とする設備は、農業、工業、 1/3。ただし、沖縄

総合学科の卒業者、又はこれに準ず 商業、水産、家庭及び看護に関する専攻科における産業 にあっては6/10｡

る者に対し、引き続き一貫した専門 教育のための実験実習に必要な設備とする。

教育を行うために高等学校に設置 ２ 国庫補助金の交付の対象とする１専攻科当たりの設備

する専攻科において必要な実験実習 の経費の総額は、次表に掲げる「金額 （別に定める補」

設備の整備を行う事業とする。 正を適用した場合は、補正後の金額とする ）から整備。

を行う年度の前年度末の現有金額を減じた金額を限度と

する

専 攻 科 名 金額(千円)

農業に関する専攻科 243，000

工業に関する専攻科 247，000

商業に関する専攻科 211，000

水産に関する専攻科 244，000

家庭に関する専攻科 63，000

看護に関する専攻科 59，000



国 庫 補 助
補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

３ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費は、当該設

備の購入に要する経費とする。

４ 取得価格が１個又は１組５万円未満の設備は、補助対

象経費に含まないものとする。

産業教育共同利用 高等学校の生徒の実習及び教員 １ 国庫補助金の交付の対象とする設備は、産業教育共同 1/3。ただし、沖縄

施設 の研修等を行うために設置する産業 利用施設における産業教育のための実験実習に必要な設 にあっては6/10｡

教育共同利用施設において必要な 備とする。

実験実習設備の整備を行う事業とす ２ 国庫補助金の交付の対象とする１施設当たりの設備の

る。 経費の総額は、１１億２，２００万円から整備を行う年

度の前年度末の現有金額を減じた金額を限度とする。

３ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費は、当該設

備の購入に要する経費とする。

４ 取得価格が１個又は１組５万円未満の設備は、補助対

象経費に含まないものとする。

農業経営者育成高等 農業高等学校において農業の担い １ 国庫補助金の交付の対象とする農業高等学校は、寄宿 1/3。

学校拡充整備 手の育成を目的とする教育（以下 舎教育の実施期間により次の類型に区分する。

「農業経営者育成教育」という ） （1） 寄宿舎教育を１か年を超えて実施する学校。

を充実するため、必要な実験実習 ・・・・・・・・・・Ａ類型

設備の拡充整備を行う事業とする。 （2） 寄宿舎教育を６か月から１か年実施する学校

・・・・・・・・・・Ｂ類型

２ 国庫補助金の交付の対象とする設備は、農業経営者育

成教育のために必要な実験実習設備とする。

３ 国庫補助金の交付の対象とする設備の整備は次のとお

り行うものとし、１校当たりの設備の経費の総額は次に

掲げる金額を限度とする。



国 庫 補 助

補助事業名 補 助 事 業 の 内 容 国庫補助金の交付の対象とする設備 補助率

金 の 区 分

設 備
区 分

事 業 費

千円

Ａ類型 27,894

Ｂ類型 18,594

４ 国庫補助金の交付の対象とする設備の経費は、当該設

備の購入に要する経費とする。



設備基準金額（２）

科 目 群 基 準 金 額

情 報 基 礎 に 関 す る 科 目 群 ４７，４７７ 千円

情 報 応 用 に 関 す る 科 目 群 ３３５，５５１

生 物 生 産 に 関 す る 科 目 群 ２３０，５７６

林 業 に 関 す る 科 目 群 ９２，１６６

食 品 化 学 に 関 す る 科 目 群 １６４，４７３

工 業 基 礎 に 関 す る 科 目 群 ７５，８８２

電 子 基 礎 に 関 す る 科 目 群 ５８，５９８

機 械 に 関 す る 科 目 群 ３９０，２４０

自 動 車 に 関 す る 科 目 群 ２０７，１３２

船 舶 に 関 す る 科 目 群 １８４，１５８

電 気 に 関 す る 科 目 群 ２０７，８８７

電 子 応 用 に 関 す る 科 目 群 ３０７，２８８

建 築 に 関 す る 科 目 群 ７８，２９４

設 備 工 業 に 関 す る 科 目 群 ２０９，６１６

土 木 ・ 造 園 に 関 す る 科 目 群 ２０９，９８６

化 学 工 業 に 関 す る 科 目 群 ２５１，７７１

材 料 技 術 に 関 す る 科 目 群 ２２０，７９６

セ ラ ミ ッ ク に 関 す る 科 目 群 １６８，６５３

繊 維 に 関 す る 科 目 群 １６６，４５３

イ ン テ リ ア に 関 す る 科 目 群 １８４，７４５

デ ザ イ ン に 関 す る 科 目 群 １１８，４６２

流 通 ・ 経 営 に 関 す る 科 目 群 １１７，９３７

国 際 経 済 に 関 す る 科 目 群 ４２，５３４

水産・海洋基礎に関する科目群 ２０２，８１４

海 洋 漁 業 に 関 す る 科 目 群 ９２，３２３

栽 培 漁 業 に 関 す る 科 目 群 ８０，２３７

被 服 に 関 す る 科 目 群 ３７，１４４

食 物 ・ 調 理 に 関 す る 科 目 群 ３９，８５９

保 育 ・ 福 祉 に 関 す る 科 目 群 ４４，１２１

看 護 に 関 す る 科 目 群 ３７，６７７



（３）最低限度額

国庫補助金の最低限度額は、原則として、５００千円とする。



２．特別支援教育設備整備費等

（１）補助金の区分及び補助対象経費並びに補助金額

補助金の区分 補 助 対 象 経 費 補助金額

特別支援教育設備整備事業 別記２－２－１の特別支援教育設 特別支援教

備整備事業・最新の情報機器等整備 育設備等要

最新の情報機器等整備事業 事業・学校安全設備整備事業補助実 領に定める

施要領（以下「特別支援教育設備等 ところによ

学校安全設備整備事業 要領」という ）に定めるところに る。

よる設備等の補助対象経費

（２）５０万円未満となる場合は、原則として補助金を交付しないものとする。



別記２－２－１

特別支援教育設備整備事業

最新の情報機器等整備事業 補助実施要領

学校安全設備整備事業

１．補助対象事業

補助対象事業は，表１の特別支援教育設備整備事業・最新の情報機器等整備事

（ 「 」業・学校安全設備整備事業の細目事業欄に掲げる充実事業 以下 設備細目事業

という ）とする。。

２．補助対象特別支援学校，小・中学校特別支援学級及び通級指導教室

｢補助対象特別支援学校｣及び｢小・中学校特別支援学級及び通級指導教室 以下(

｢特別支援学級等｣という。 ｣は，設備細目事業ごとに表１の補助対象特別支援学)

校・特別支援学級等欄に掲げる私立の特別支援学校及び私立の小・中学校に設置

される特別支援学級等とする。

３．補助対象経費

補助対象経費は，表１に定める別に通知する補助対象事業限度額の適用単位ご

との設備細目事業（以下「学校等当たり設備細目事業」という ）の補助対象設。

備等欄に掲げる設備等の整備に要する経費（以下「学校等当たり設備細目事業補

助対象経費」という ）の合計額とする。。

４．補助基準額

補助基準額は，学校等当たり設備細目事業ごとの学校等当たり設備細目事業補

助対象経費と別に通知する補助対象事業限度額のいずれか低い額の合計額とす

る。

５．補助金額

補助金額は，前項に定める補助基準額の二分の一の額（千円未満の額は切り捨

てる ）以内の額とする。。



表１－１

特別支援教育設備整備事業の細目事業別補助対象特別支援学校・特別支援学級等一覧

特別支援教育設備整備事業の 補助対象特別支援学校・特別支援 補助対象設備等

細目事業 学級等

１．特別支援学校共通設備

(1)自立活動設備充実事業 この設備を購入する特別支援学校 自立活動を実施するために必要

な設備

(2)屋外自立活動設備充実事業 この設備を購入する特別支援学校 屋外において自立活動を実施す

るために必要な設備

(3)重複障害教育設備充実事業 原則として補助金の交付を受ける 重複障害学級において教育を実

年度に小学部、中学部又は高等部の 施するために必要な設備

重複障害学級を新設する特別支援学

校

(4)特別活動設備充実事業 高等部における勤労生産的、体育 高等部において勤労生産的、体

的、学芸的学校行事のための特別活 育的、学芸的学校行事を実施する

動設備を購入する特別支援学校 ために必要な設備

(5)創作教材材料充実事業 創作教材教具を製作する特別支援

学校

２．視覚障害者に対する教育を

行う特別支援学校設備費 この設備を購入する視覚障害者に

(1)視覚障害情報支援充実事業 対する教育を行う特別支援学校

(2)教材複製設備充実事業 この設備を購入する視覚障害者に

対する教育を行う特別支援学校

３．聴覚障害者に対する教育を

行う特別支援学校設備費 この設備を購入する聴覚障害者に

(1)集団補聴設備充実事業 対する教育を行う特別支援学校

(2)ＦＭ補聴設備等充実事業 この設備を購入する聴覚障害者に

対する教育を行う特別支援学校

４．知的障害者、肢体不自由者 知的障害者、肢体不自由者又は病 新設特別支援学校において教育

又は病弱者（身体虚弱者をむ） 弱者（身体虚弱者を含む）に対する を実施するために必要な設備

に対する教育を行う特別支援学 教育を行う特別支援学校のうち、補

校設備充実事業 助金の交付を受ける年度に設置、開

（新設学校設備） 校するこの設備の補助を受けていな

(1)知的障害 い学校又は補助金の交付を受ける年

(2)肢体不自由 度の翌年度の４月30日までに設置、

(3)病弱 （身体虚弱者をむ） 開校することが確定し、その準備の

ために設備を購入する学校

５．幼稚部設備充実事業 この設備を購入する特別支援学校 幼稚部において教育を実施する

ために必要な設備

６．寄宿舎設備充実事業 この設備を購入する寄宿舎を設 寄宿舎において寄宿舎生が寄宿

置している特別支援学校 舎生活を送るために必要な設備



７．スクール・バス充実事業

(1)一般用 スクール・バスを購入する特

別支援学校

(2)重度障害者用 この設備を購入する特別支援学校

８．高等部職業教育設備充実業 高等部における職業教育設備を購 高等部において職業教育を実施

入する特別支援学校 するために必要な設備

９．特別支援学級等設備充実業

(1)新設学級等設備 原則として補助金の交付を受ける 特別支援学級又は通級指導教室

年度に新設する特別支援学級及び通 において教育を実施するために必

級指導教室 要な設備

(2)集団補聴設備 この設備を購入する難聴の特別支

援学級及び通級指導教室

(3)教材複製設備 この設備を購入する弱視の特別支

援学級及び通級指導教室

(4)ＶＴＲ設備 この設備を購入する言語障害、肢

体不自由又は病弱・身体虚弱の特別

支援学級及び通級指導教室

（備 考）

１．別に通知する補助対象事業限度額は、設備細目事業の事業実施の最小単位（学校、学級、

学科、通級指導教室又はスクールバス）ごとに適用するものとする。

２．補助対象設備等は、特別支援教育のための設備として適切妥当なものであることとする。

３．次の設備細目事業にあっては、表１による補助対象特別支援学校の他、新規に高等部の

併設（又は大幅な増設）を行う特別支援学校については、これまでに補助を受けたことが

ある場合においても、新規設置高等部に対する整備を目的として、補助金の交付を受ける

年度に設置又は補助金の交付を受ける年度の翌年度の４月３０日までに設置することが確

定し、その準備のために設備を購入する場合、補助対象とすることができるものとする。

自立活動設備充実事業、視覚障害情報支援充実事業、教材複製設備充実事業、ＦＭ補

聴設備等充実事業、特別支援学校設備充実事業（新設学校設備）



表１－２

最新の情報機器等整備事業の細目事業別補助対象特別支援学校・特別支援学級等一覧

最新の情報機器等整備事業 補助対象特別支援学校・特別支 補助対象設備等

の細目事業 援学級等

情報機器等設備

(1)特別支援学校情報機器等設 この設備を購入する特別支援学 障害に対応した情報機器及び

備充実事業 校 情報教育を実施するために必要

な設備

(2)特別支援学級等設備充実事 この設備を購入する特別支援学 障害に対応した情報機器及び

業 級及び通級指導教室 情報教育を実施するために必要

（情報機器等設備） な設備

表１－３

学校安全設備整備事業の細目事業別補助対象特別支援学校・特別支援学級等一覧

学校安全設備整備事業 補助対象特別支援学校・特別支 補助対象設備等

の細目事業 援学級等

学校安全設備

(1)特別支援教育課学校学校安 この設備を購入する特別支援学 障害による種々の困難に特別

全設備充実事業 校 に配慮した安全管理に必要な設

備

(2)特別支援学級等設備充実事 この設備を購入する特別支援学 障害による種々の困難に特別

業 級及び通級指導教室 に配慮した安全管理に必要な設

（学校安全設備） 備



様式第１（第４条関係）

第 号

令和 年 月 日

文部科学大臣 殿

学校法人理事長名

住所

令和 年度学校教育設備整備費等補助金交付申請書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第５条

の規定に基づき、下記のとおり国庫補助金を交付されるよう、収支予算書その他関係書類

を添えて申請します。

記

１．国庫補助金交付申請額 円

２．国庫補助金交付申請額の内訳

（単位：円）

補 助 区 分 補助対象経費 申 請 額 設置者負担額

高等学校産業教育設備整備費

高等学校産業教育設備整備費

特別支援教育設備整備費等

特別支援教育設備整備事業

最新の情報機器等整備事業

学校安全設備整備事業

計

合 計

３．事業計画等（別添のとおり）

（１）高等学校産業教育設備整備費・・・別添１

（２）特別支援教育設備整備費等・・・・別添２

４．収支予算書その他関係書類（別添のとおり）

（１）高等学校産業教育設備整備費・・・別添３

（２）特別支援教育設備整備費等・・・・別添４

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

メール：E



別添１（１）高等学校産業教育設備整備費

第１表 経費の配分と補助金の区分

補助金 補 助 事 業 に 要 す る 経 費
区 分

の区分 総 額 国 庫 補 助 金 設 置 者 負 担 金

基 準 設 備（

学 高
校 等
教 学 共 同 製 作 設 備 材 料
育 校
設 産
備 業
整 教 設 備 更 新
備 育
費 設
等 備
補 整 そ の 他
助 備
金 費）

合 計

（注）１ 「国庫補助金」の額は，１，０００円未満の端数を切り捨てる。
２ 「区分」欄に掲げる事項は，補助の対象とする事項のみとし，該当事項以外の事項及び欄を除外して本表を作成する。
３ 「区分」欄に掲げる「その他」欄については，交付要綱に定める補助事業ごとに記入し，「区分」欄には該当する補助事業名を記

入する。



第２表 事業計画（その１）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

区 分

履修教科名 履 修 国庫補助 設置者負担 整 備 後 整 備 後
学校（施設）名 基準金額 整備計画額

又は専攻科名 単位数 金 額 金 額 現有金額 投資金額

円 円 円 円 円 円

計

（注）１ この事業計画は，基準設備，普通科等産業教育設備，普通科等家庭科，専攻科，産業教育共同利用施設及び農業経営者育成高等学
校拡充整備の別に作成する。

２ 「区分」欄は，上記１に掲げる該当事業の名称を記入する。
３ 「学校（施設）名」欄は，次により記入する。

(1) 当該年度の４月１日現在設置されている高等学校等については，その名称を記入する。
(2) 当該年度の翌年度に新設する学校については，〔 〕書きで学校等名（学校等名が仮称の場合は「仮称」と付す。）を記入する。

４ 「履修教科名又は専攻科名」欄は，普通科等産業教育設備または専攻科の場合のみ記入し，普通科等産業教育設備の場合において
は，別に定めるところの教科の名称を記入する。

また，専攻科の場合においては，農業，工業，商業，水産，家庭，看護の各専攻科名のほか，さらに複数の学科を設置する場合は
その名称を記入する。

５ 「履修単位数」欄は，普通科等産業教育設備または普通科等家庭科の場合においてのみ，別に定めるところの単位数を記入する。
６ 「基準金額」欄は，交付要綱に定める基準金額（基準設備及び専攻科の場合は補正後のもの）を記入する。
７ 「整備計画額」欄は，本申請における国庫補助対象事業費を記入する。
８ 「国庫補助金額」欄は，「整備計画額」に対する補助金額を記入する。
９ 「設置者負担金額」欄は，「整備計画額」に対する設置者の負担金額を記入する。
10 「整備後現有金額」欄及び「整備後投資金額」欄は，当該年度の前年度までの現有金額又は投資金額と本申請における「整備計画

額」との合計額を記入する。



第２表 事業計画（その２）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

区 分 共同制作設備材料

国 庫 補 助
学 校 名 製作する設備の合計数量 整 備 計 画 額 設置者負担金額

金 額

円 円 円 円

計

（注）１ この事業計画は，共同製作設備材料に係るものについて作成する。
２ 「製作する整備の合計数量」欄は，当該高等学校において製作する設備の合計数を記入する。
３ 「整備計画額」欄は，当該高等学校において製作する共同制作設備の材料の購入に要する経費の総額を記入する。
４ 「国庫補助金額」の欄は，共同制作設備ごとに算定した国庫補助金の額の学校ごとの総額を記入する。
５ 「設置者負担金額」欄は，「整備計画額」に対する設置者の負担金額を記入する。



第２表 事業計画（その３）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

区 分 設 備 更 新

学校（施設）名 更 新 計 画 額 国庫補助金額 設置者負担金額

円 円 円

計

（注）１ この事業計画は，設備更新に係るものについて作成する。
２ 「更新計画額」欄は，本申請における国庫補助対象事業費を記入する。
３ 「国庫補助金額」の欄は，「更新計画額」に対する補助金額を記入する。
４ 「設置者負担金額」欄は，「更新計画額」に対する設置者の負担金額を記入する。



別添２

（２）特 別 支 援 教 育 設 備 整 備 費 等

事業計画書総括表

補 助 基 準 額

補 助 事 業 の 区 分 等 補 助 対 象 経 費 （①と②のいず 補 助 金 額補助対象事業限度額

れか低い額） (③× ）1/2
① ② ③ ④

１．特別支援学校共通設備 円 円 円 円

（１）自立活動設備充実事業

（２）屋外自立活動設備充実事業

（３）重複障害教育設備充実事業

（４）特別活動設備充実事業

特 （５）創作教材材料充実事業

２．視覚障害者に対する教育を行

別 う特別支援学校設備費

（１）視覚障害情報支援充実事業

支 （２）教材複製設備充実事業

３．聴覚障害者に対する教育を行

援 う特別支援学校設備費

（１）集団補聴設備充実事業

教 （２）ＦＭ補聴設備等充実事業

４．知的障害者、肢体不自由者又

育 は病弱者（身体虚弱者を含む）

に対する教育を行う特別支援学

設 校設備充実事業

（新設学校設備）

備 ５．幼稚部設備充実事業

６．寄宿舎設備充実事業

整 ７．スクール・バス充実事業

（１）一般用

備 （２）重度障害者用

８．高等部職業教育設備充実事業

事 ９．特別支援学級等設備充実事業

（１）特別支援学級等設備

業 （２）集団補聴設備

（３）教材複製設備

（４）ＶＴＲ設備

小 計

情報機器等設備

最新の情 （１）特別支援学校情報機器

報機器等 等設備充実事業

整備事業 （２）特別支援学級等設備充実事

業

（情報機器等設備）

小 計

学校安全設備

学校安全 （１）特別支援学校学校安全設備

設備整備 充実事業

事 業 （２）特別支援学級等設備充実事

業

（学校安全設備）

小 計

計

※ 事業計画内訳を添付すること。



事業計画書① 
 

自立活動設備充実事業等事業計画書 
 
１ ．交付申請に係る学校 

     事  業  区  分    ①                                  充  実  事  業 

 学 校 名  

 障 害 区 分    ② １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病  弱 

 設置（予定）年月日③          年    月    日（設置，予定） 

  幼稚部  

  小学部  

  中学部  

 
 
 交付申請に 
 係る学級等 
     ④ 

  高等部  

 
 
 
  交 
  付 
  申 
  請 
  に 
  係 
  る 
  学 
  校 

   高等部の新規併設， 
   大幅な増設  ⑤ 

 

 
 
２ ．事  業  計  画                                                               

品      目 
⑥ 

購入数量 
⑦ 

購入単価

⑧ 
補助対象

経  費

⑦×⑧＝⑨

補 助 対 象 
事業限度額 

⑩ 

補助基準額 
(⑨と⑩のい

ずれか低い額)

⑪ 

  円 円 円 円

      

      

      

      

       計      
 



 (作成上の留意事項) 
  １．この様式は，学校等当たり設備細目事業ごとに別葉で作成すること。 
 ２．この様式は，自立活動設備充実事業，屋外自立活動設備充実事業，重複障害教育設

  備充実事業，視覚障害情報支援充実事業，教材複製設備充実事業，集団補聴設備充実

  事業，ＦＭ補聴設備等充実事業，特別支援学校設備充実事業（新設学校設備），幼稚

  部設備充実事業，寄宿舎設備充実事業，特別支援学校情報機器等設備充実事業及び特

  別支援学校学校安全設備充実事業に係る事業計画書様式とし，①には，上記事業区分

  を記入すること。 
  ３．交付申請書に係る学校が特別支援学校の場合には②の該当する障害区分の番号を○

で囲むこと。 
  ４．特別支援学校設備充実事業（新設学校設備）の事業計画の場合には③に設置（予定）

年月日を記入し「設置」又は「予定」のいずれかを○で囲むこと。なお，設置年月日

と開校年月日が一致しない場合には，開校年月日もあわせて記入すること。 
  ５．重複障害教育設備充実事業，集団補聴設備充実事業及び幼稚部設備充実事業（新設

  及び既設）の事業計画の場合には④に交付申請に係る学級の状況を部別に，学級別に

  下記例の要領により記入すること。なお，この事業以外の事業計画の場合には記入を

  要しないこと。 
    （記入例） 
      ①  重複障害教育設備充実事業 
          交付申請に係る学級名称，学級設置年月日及び学級の重複障害の状況を記     

     入すること。 
              （記入例）  ○年○組    （○○○○学級） 
                                      〔    ○○年○月設置〕 
                                      （視覚，知的障害） 
      ②  集団補聴設備充実事業 
          交付申請に係る学級名称を記入すること。 
              （記入例）  ○年○組    （○○○○学級） 
      ③  幼稚部設備充実事業（新設）（既設） 
          交付申請に係る学級名称及び学級設置年月日を記入すること。 
              （記入例）  ○才児学級  （○○○○学級） 
                                      〔    ○○年○月設置〕 
 ６．交付申請年度内又は翌年度の４月３０日までに，新たに併設もしくは大幅な増設を

  行う高等部の整備を目的とする自立活動設備充実事業，視覚障害情報支援充実事業，

  教材複製設備充実事業，ＦＭ補聴設備等充実事業，特別支援学校設備充実事業（新設

  学校設備），のいずれかに係る事業計画の場合には，⑤に設置学部の規模（学科名，

  学級数，定員数，在籍者数）を記入（学部の大幅な増設にあっては，現在の学校規模

  も併記）すること。 
  
 



事業計画書② 

 

スクールバス充実事業（一般用、重度障害者用）事業計画書 

 

１．交付申請に係る学校 

学 校 名  交付申請に 

係 る 学 校 障 害 区 分 ① １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病弱 

 

２．事 業 計 画 

区 分 １．一般用   ２．重度障害者用 

補助対象経費(購入金額)②       円 

年 式 車 名 製作会社名 型 式 年 式 、 車 名 （ 製 作 

会 社 名 ） 及 び 型 式 ③ 年式    

新 車 ・ 中 古 車 の 別 １．新 車   ２．中古車 

乗 車 定 員 ④      人 

種  類 型  式 馬  力 

購 

入 

予 

定 

自 

動 

車 
原 動 機 の 種 類 、 

型 式 及 び 馬 力 ⑤    

補 助 対 象 事 業 限 度 額 ⑥       円 

補 助 基 準 額 

(②と⑥のいずれか低い額 )⑦ 
      円 

運 行 開 始 （ 予 定 ） 年 月 日  

通 学 の た め の 計 画 ⑧  
運

行

計

画 

実地見学等のための計画 

⑨ 
 

運 転 手 の 配 置 計 画 等 ⑩  

 

 

 

 

 



 

（作成上の留意事項） 

１．この様式は，スクールバス１台ごとに別葉で作成すること。 

２．交付申請に係る学校が特別支援学校の場合には①の該当する障害区分の番号を○で囲

むこと。 

３．③の型式は，自動車検査証記載のものを記入すること。 

４．④は，自動車検査証に記載されるべき定員を記入すること。 

   なお，購入に当たり改造等を行い乗車定員を変更する場合は（  ）に変更前の定員を

記入すること。 

５．⑤は，「ディーゼルエンジン－６ＤＲ５－１０５ＰＳ／３５００ｒｐｍ」の要領により

記入すること。 

６．⑧は，交付申請に係るスクールバスの登校，下校時の１日当たりの運行コースごとの

運行回数，運行時間（学校から学校にもどるまでの時間），利用人数を下記例の要領によ

り記入すること。 

  （記入例） 

        登校時 ───Ａコース    １回  ３５分    ２４人 

        下校時 ──┬Ａコース    １回  ３５分    ２４人 

                   └Ｂコース    ２回  １２分    ２８人 

７．⑨は，補助金交付申請年度中の遠足，実地見学等の運行回数及び利用人数を下記例の

要領により記入すること。 

  （記入例） 

        遠    足  ４回  １２２人 

        実地見学  ２回    ４２人 

        職場実習  １回    １５人 

８．⑩は，運転手の配置計画等を，①定員職員により配置，②非常勤職員により配置，③

その他（運行委託等）に区分し，具体的に記入すること。 

９．この事業計画書には，購入予定自動車のカタログ，改造を行う場合には改造計画書（図

面を含む。）を添付すること。 

   なお，「重度障害者用」の場合には車いす用の自動式昇降装置取付図（取付改造図）を

添付すること。 



事業計画書③ 
 

高等部職業教育設備充実事業事業計画書 
 
１．交付申請に係る学校 

学  校  名   

障 害 区 分 ① １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病 弱 

学 科 名 等 本 科 別 科 専攻科 計 

人 数 人    

交付申

請に係

る学校 
交付申請

に係る学

科  ②  
学級数 学級    

 
２．事 業 計 画 

品  目 
③ 

購入数量 
④ 

購入単価

⑤ 
補助対象経費

④×⑤＝⑥ 

 
補 助 対 象 
事 業 限 度 額 

⑦ 

補 助 金 額 
( ⑥と⑦のいず

れ か 低 い 額 )
⑧ 

  円 円 円 円

      

      

計      

 
（作成上の留意事項） 

１．この様式は，学科ごとに別葉で作成すること。 

２．交付申請に係る学校が特別支援学校の場合には①の該当する障害区分の番号を○

で囲むこと。 

３．②は，交付申請に係る学科の学科ごとの人数，学級数を記入すること。 

４．数量を一式又は一組として購入する場合は，その内訳書（品目，数量及び金額を 

記入すること。）を添付すること。 

 ⑦は，別に通知する補助対象事業限度額により記入すること。なお，別に通知す

る補助対象事業限度額に定める学科以外の学科については，購入金額（⑥）を記入 

すること。 

５．別に通知する補助対象事業限度額に定める学科以外の学科等（普通科等において 

職業に関する教科，科目を 10 単位以上履修させる教育課程を編制して職業教育を

実施している場合を含む。）について交付申請を行う場合には，この事業計画書に 

別添参考資料１を添付すること。 



事業報告書④ 
 

特別活動設備充実事業事業計画書 
 
１．交付申請に係る学校 

学 校 名  

障 害 区 分 ① １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病 弱 

本 科 別 科 専攻科 計 

交付申請に 
係 る 学 校 

生 徒 数 
人    

 
２．事 業 計 画 

行 事 等 名 
② 

品  目 
③ 

購入

数量

④ 

購入

単価

⑤ 

補助対象 
経    費 
④×⑤＝⑥

補助対象事業 
限 度 額 

⑦ 

補助基準額 
(⑥と⑦のい

ずれか低い

額)     ⑧ 
勤労生産的 
行 事 

  円 円 円 円

体 育 的 
行 事 

      

学 
校 
行 
事 学 芸 的 

行 事 
      

合    計       

 
（作成上の留意事項） 

１．この様式は，学校ごとに別葉で作成すること。 

２．交付申請に係る学校が特別支援学校の場合には①の該当する障害区分の番号を○

で囲むこと。 

３．数量を一式又は一組として購入する場合は，その内訳書（品目，数量及び金額を

記入すること。）を添付すること。 

４．「例示品目」以外の品目を整備する場合は，その必要性について具体的に説明する理

由書（様式自由）を添付すること。 

     



 

事業計画書⑤ 
 

創作教材材料充実事業事業計画書 

 

１．交付申請に係る学校 

学 校 名  交付申請に

係る学校 障害区分① １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病 弱 

幼稚部 小学部 中学部 高等部 計 重複障害学級の設置状況 

（５月１日現在）       学級     

 

２．事業計画 

創作教材教具名等 

② 

製作数量 

③ 

１個当たり

制作費 

④

補助対象経

費 

③×④＝⑤

補助対象事

業限度額 

⑥ 

補助基準額 

(⑤と⑥のい

ずれか低い

額)   ⑦

  円 円 円 円

      

      

      

      

計      

 

 

（作成上の留意事項） 

１．この様式は，学校ごとに別葉で作成すること。 

２. 交付申請に係る学校が特別支援学校の場合には①の該当する障害区分の番号を○で囲

むこと。 

３．②については、拡大教材を製作する場合には、「拡大教材」と記入すること。 

４．④の１個当たり製作費が同一創作教材教具・拡大教材で相違する場合には別欄に記  

入すること。 

 

  なお，この事業は，創作教材教具・拡大教材を製作するために必要な材料の購入費

を補助対象としており，創作教材教具・拡大教材を製作するための委託費等は対象と

しないので十分留意すること。 

 



事業計画書⑥ 
 

特別支援学級等設備充実事業（新設学級等設備，集団補聴設備，教材複製設備， 
ＶＴＲ設備，情報機器等設備，学校安全設備）事業計画書 

 
１．交付申請に係る学級 

学    校    名  

学級名等① 障害区分 在籍者数 備  考② 
交付申請に係る

学級の状況 
（５月１日現在） 

     人  

 
２．事 業 計 画 

事業区分 
③ 

品目 
④ 

購入

数量 
⑤ 

購入単価

⑥

補助対象 
経   費 
⑤×⑥＝⑦

補助対象事

業限度額 
⑧ 

補助基準額 
(⑦と⑧のい

ずれか低い

額)   ⑨

  円 円 円 円

      

 
 
 

      

計       

 
（作成上の留意事項） 
１．この様式は，学校等当たり設備細目事業ごとに別葉で作成すること。 
２．①は，学級等名を○年○組（ひまわり学級）の要領により記入すること。 

なお，特別支援学級等が学校以外の児童福祉施設等内に設置されている場合には②に

当該施設等の名称を記入すること。 
３．③は，新設学級等設備，集団補聴設備，教材複製設備，ＶＴＲ設備，情報機器等設備，

学校安全設備の事業区分を記入すること。 
４．数量を一式又は一組として購入する場合は，その内訳書（品目，数量及び金額を記入

すること。）を添付すること。 
 
 
 
 
 



（１）高等学校産業教育設備整備費 別添３

収 支 予 算 書

収支予算書は、資金収支予算書及び資金収支内訳表を添付する。

なお、当該補助金にかかる予算が未議決の場合には、確約書をもってこれにあてるものとするが、議決後において資金収支予算書及び資

金収支内訳表を提出すること。



別添４

２ 特別支援教育設備整備費等（ ）

令和 年度学校教育設備整備費等補助金 特別支援教育設備整備費等 に係る収支予算書（ ）

歳入

款 項 目 金 額 備 考

円

歳出

款 項 目 金 額 内 訳

節 金 額 備 考

円 円

議 決 令和 年 月 日

議決予定 令和 年 月 日

（ 。）議決予定の場合は確約書を添付すること

学校法人理事長名



別 添 参 考 資 料 １
高 等 部 職 業 教 育 設 備 充 実 事 業 参 考 資 料

都道府県名

学 校 名

交付申請に係る学科等名

区 分 本 科 別 科 専 攻 科
計

設置するすべ
高 生 徒 数 等 １年 ２年 ３年 １年 ２年 １年 ２年 ３年
等 ての学科等名
部
の 男 人
現
状 生 徒 数 女 人

５ 計 人
月
１ 学 級 数 学級
日
現 男 人
在

生 徒 数 女 人

① 計 人

学 級 数 学級

交付申請に係る学科等
の設置目的及び必要性

②

交付申請に係る学科等
の教育内容（職業に関
する教科、科目につい
て）の概要 ③

│教 科 、 科 目 名 ④ 必 修 単位数 履 修 教科、科目ごとの教育内容の概 教科、科目ご 左の設備の
├─────┬───── 選択別 年 次 要 との必要とな 設置場所

教交│教 科 名│科 目 名 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ る設備名 ⑨ ⑩
育付├─────┼───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
課申│ │ 単位 年
程請│ ├───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
に│ │
係├─────┼───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
る│ │
学│ ├───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
科│ │
等├─────┼───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
の│ │
│ ├───── ─── ─── ─── ────────────── ────── ──────
│ │

──┼─────┴┬──── ─┬─ ─── ┬── ───┬──────┬─── ───┬── ──────
│ │ │交付申請年度│交付申請年度│交付申請年度│ │

設交│ │ 現 行 │の整備 │の翌年度の整│の翌々年度の│ 計 │
備付│ 設 備 名 │ │ │備 │整備 │ │ 用途及び必要性
整申│ ├──┬───┼──┬───┼──┬───┼──┬───┼──┬────┤ ⑫
備請│ │数量│現有額│数量│整備額│数量│整備額│数量│整備額│数量│ 整備額 │
計に├──────┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼────┼─────────
画係│ │ │ 円│ │ 円│ │ 円│ │ 円│ │ 円│
る├──────┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼────┼─────────
学│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │
科├──────┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼────┼─────────
等│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

⑪の├──────┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼───┼──┼────┼─────────
│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

（作成上の留意事項）
1. この資料は，学科等ごとに作成すること。
2. ①は，すべての学科等（普通科を含む。）について記入すること。
3. ②及び③は，具体的に記述すること。
4. ④，⑤，⑥及び⑦は，交付申請に係る学科等のすべての教科，科目について記入することとし、⑧は、職業に係る教科，科目の
みについて記入すること。なお，⑥は，時間数によっている場合，単位時間により記入することとし，⑧は，教育内容を具体的に
⑨との関連が判るように記入すること。
また，⑨は，交付申請に係る設備(交付申請に係る設備以外は記入を要しない。)について，当該設備を必要とする教科，科目と

対応させて設備名を記入し，当該設備の設置場所を⑩に，「実習室Ι」のように室名を記入すること。
5. ⑪は，現有設備，交付申請年度に整備する設備，交付申請年度の翌年度及び翌々年度に整備予定の設備のすべての設備について，
「数量」及び「整備額」を記入すること。なお，この場合の「整備額」は購入額（予定額）とすること。

6. 交付申請に係る設備については⑫にその用途及び必要性を具体的に記入すること。
7. 交付申請に係る学科等が，普通科等において職業教育を実施している場合には，その実施形態（すべての職業コースごとの教育
内容，単位数，履修人数，履修方法等）を詳細に説明する資料を添付すること。

8. この資料に，高等部全体の授業時間数（年間分）を添付すること。



様式第２（第４条関係）

都道府県名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金交付申請額一覧

学校法人分

番 号 補助事業者名 交付申請 交付申請 補 助 対 象 経 費 補 助 金 額

年 月 日 番 号 合 計 合 計高等学校産業教育設備整備費 特別支援教育設備整備費等 高等学校産業教育設備整備費 特別支援教育設備整備費等

円 円 円 円 円 円

合 計



様式第３（第５条関係）

文書番号

学校教育設備整備費等補助金交付決定通知書

（補助事業者名）

令和 年 月 日付け 第 号で申請のあった令和 年度学校教育

設備整備等補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定に

より次のとおり交付することに決定したので同法第８条の規定により通知します。

令和 年 月 日

（都道府県知事名）

１ この補助金の交付の対象となる事業は、令和 年 月 日付け

第 号で申請のあった「学校教育設備整備費等補助金」とし、その内容は、

申請書記載の事業計画書のとおりとする。

２ 補助対象経費及び補助金額は次のとおりとする。ただし補助事業内容の変更に

より補助対象経費が変更された場合における補助金額については、別に通知する

ところによるものとする。

補助対象経費 円

補 助 金 額 円

３ 補助対象経費の区分ごとの補助対象経費の配分及びこれに対応する補助金額は

次のとおりとする。

補 助 区 分 補 助 対 象 経 費 補 助 金 額

円 円高等学校産業教育設備整備費

高等学校産業教育設備整備費

特別支援教育設備整備費等補助

特別支援教育設備整備事業

最新の情報機器等整備事業

学校安全設備整備事業

小計

計

４ 補助事業は、令和 年３月３１日までに完了しなければならない。

５ 補助金の確定額は配分された補助対象経費の区分ごとの実支出額に各補助事業

ごとの次の補助率を乗じて得た額（１，０００円未満の端数は切り捨てるものと

する）と補助金額とのいずれか低い額とする。



（１）高等学校産業教育設備整備費補助

高等学校産業教育設備整備費にあっては、１／３

（沖縄にあっては６／１０）

（２）特別支援教育設備整備費等

特別支援教育設備整備事業、最新の情報機器等整備事業、学校安全設備

整備事業にあっては、１／２

６ 補助事業者は、適正化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）、学校教

育設備整備費等補助金交付要綱並びに高等学校産業教育設備整備費補助において

は産業教育振興法（昭和２６年法律第２２８号）、同法施行令（昭和２７年政令

第４０５号）及び同法施行規則（昭和５１年文部省令第３６号）に従わなければ

ならない。

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

Eメール：



様式第４（第５条関係）

都道府県名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金交付決定額一覧

学校法人分

番 号 補助事業者名 交付申請 交付申請 補 助 対 象 経 費 補 助 金 額

年 月 日 番 号 合 計 合 計高等学校産業教育設備整備費 特別支援教育設備整備費等 高等学校産業教育設備整備費 特別支援教育設備整備費等

円 円 円 円 円 円

合 計



様式第５（第８条関係）

第 号

令和 年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

学校法人理事長名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金計画変更承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で交付決定を受けた標記補助金について

下記のとおり事業の内容を変更したいので承認してくださるよう関係書類を添えて申請し

ます。

記

補助事業の区分 計画変更の内容 計画変更をする理由

（注）１．別紙として、当初の事業計画書を訂正したものを添付すること。

２．高等学校産業教育設備整備費については、変更して整備を図る設備の見積書、カ

タログの写しを添付する。

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

メール：E



様式第６（第１１条関係）

号

令和 年 月 日

殿

学校法人理事長名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金

事業実施状況報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

第１２条の規定により，標記補助金に係る事業の遂行状況を別紙のとおり報告しま

す。

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

Eメール：



記

学校教育設備整備費等補助金
（令和 年 月 日現在）

納 入 済
補助対象 交付決定 納 入 予 定 状 況 支出済額 支出予定額

設備状況

補助区分 経費 額 金 額 ③ 金 額 ④ 納入完了 金 額 ⑤ 金 額 ⑥ 支出完了 ①－(③+④) ①－(⑤+⑥)

① ① ① ①

① ② ③ 100 ④ 100 予定月日 ⑤ 100 ⑥ 100 予定月日× × × ×

高等学校産業教 円 円 円 % 円 % 円 % 円 %

育設備整備費

高等学校産業教育設備整備費

特別支援教育設

備整備費等

特別支援教育設備整備事業

最新の情報機器等整備事業

学校安全設備整備事業

小計

合 計



様式第７（第１２条関係）

第 号

令和 年 月 日

文部科学大臣 殿

学校法人理事長名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金実績報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１４

条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．総括表

①と③の補助区分 交付決定 補助対象経費 ②×補助率

いずれか低額 ① 支出済額 計 ② ③支出予定額

（ ）（ ） （ ） （ ） （ ）千円 円 円 円 （千円） い額 千円

高等学校産業教育設備

整備費 高等学校産業教

育設備整備費

特別支援教育設備整備

費等 特別支援教育設

備整備事業

最新の情報機器

等整備事業

学校安全設備整

備事業

計

合 計

２．事業別内訳（別添のとおり）

（１）高等学校産業教育設備整備費・・・・・・別添５

（２）特別支援教育設備整備費等・・・・・・・別添６

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

メール：E



別添５（１）高等学校産業教育設備費
記

総括表 （令和 年 月 日現在）
補 助 事 業 に 納入（検収）済額 翌 年 度 支 払 国 庫
要 す る 経 費 （ 支 払 額 ） 予 定 額 備

補 助 金 補 助 金
国庫補助 国庫補助 国庫補助 清 算

設置者 設置者 設置者
受 領

の 区 分 区 分 総 額 金 交 付 総 額 金 交 付 総 額 金 交 付
負担額 所要額

負担額 負担額 済 額 考
決 定 額 決 定 額 決 定 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
学 基 準 設 備

（

校 高
教 等 普通科等産業教育設備
育 学

共 同 製 作
設 校

設 備 材 料
備 産
整 業 設 備 更 新
備 教
費 育 普 通 科 等 家 庭 科
等 設
補 備 専 攻 科
助 整

農 業 経 営 者 育 成
金 備

高 等 学 校 拡 充 整 備
費

合 計

）

（注）１ この様式は，総括表及び明細表から成る。明細表は，（その１）から（その４）までのそれぞれに区分し，総括表の「区分」欄に記入した区分の順に
従って編集する。

２ 「（令和 年 月 日現在）」欄は，国庫補助事業の完了年月日を記入する。なお，当該事業が当該年度で完了しないで翌年度に繰越した場合
については，当該補助金の交付年度末で実績報告を提出し高等学校の当該事業が完了したときに改めてその「事業完了年月日現在」で実績報告書を再提
出する。

３ 「区分」に掲げる事項は，補助金の対象になったもののみとし，当該事業以外の事項及び欄を除外して本表を作成する。
４ 「補助事業に要する経費」欄は，交付決定通知（交付決定に通知及び経費の配分変更のあった場合は，当該交付決定変更通知等による）による国庫補
助金交付決定額，設置者負担額を記入する。

５ 「納入（検収）済額（支払額）」欄は，当該年度に納入（検収）した額を記入する。ただし，繰越が予定されている場合の支払予定額については除く。
なお，国庫補助金額に不用額が生じたときは，その金額を「備考」欄に記入する。

６ 「翌年度支払予定額」欄は，当該年度に完了しないために繰越をする事業において，翌年度に支払う予定の額を記入する。
７ 「国庫補助金受領済額」欄は，支出官から支出を受けた国庫補助金額を記入する。
８ 「清算所要額」欄は，「納入（検収）済額」欄の国庫補助金額と「国庫補助金受領済額」欄との差額を記入する。従って繰越予定額又は不用額がある
場合は，その金額にかかる国庫補助金未受領額については，「清算所要額欄」の額に含まれない。



明細表（その１）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

学 校 名 円 整 備 後 の 円 整 備 後 の 円
事 業 名 基 準 設 備 基準金額

法 人 名 現 有 金 額 投 資 金 額

基 準 の 購 入（検収） 購 入（検収） 国 庫 補 助 納 入（検収） 支 払（予定）
品 名 単 価 設置者負担金額

種 類 数 量 金 額 金 額 年 月 日 年 月 日

円 円 円 円

合 計

（注）１ この明細表は，学校別に作成する。

２ 「学校名 法人名」欄は，学校名及び法人名を記入する。

３ 「基準金額」欄は，交付要綱に定める基準金額に，別に定める補正後の金額を記入する。

４ 「整備後の現有金額」及び「整備後の投資金額」欄は，今回整備前の当該学校の現有金額及び投資金額と「購入（検収）金額」の合計欄

に記入した金額（この他に，基準設備に当たる特別装置を国庫補助金において整備した場合は，その金額も加える。）の和を記入する。

５ 「基準の種類」欄は，交付要綱に定める科目群のうちいずれかを記入する。

６ 「国庫補助金額」欄は，「購入（検収）金額」に対する補助金額を，「設置者負担金額」欄は「購入（検収）金額」に対する設置者負担

金額をそれぞれ記入する。

７ 「納入（検収）年月日」及び「支払（予定）年月日」欄は，それぞれ予定する年月日を記入する。

８ 設備の納品書，請求書及び領収書の写し（物品供給者作成のもの）を添付する。また，契約書及び検査調書を作成している場合には，そ

の写しを併せて添付する。



明細表（その２）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

学 校 名
事 業 名 共 同 製 作 設 備 材 料

法 人 名

製 作 す る 設 備 材 料

納入 (検収 ) 支払 (予定)
学 科 名 国 庫 補 助 設 置 者

設 備 名 数 量 品 名 数 量 単 価 金 額 年 月 日 年 月 日
金 額 負 担 金 額

円 円 円 円

小 計

小 計

計

小 計

計

合 計



（注）１ この明細表は，学校別に作成する。

２ 「学校名 法人名」欄は，「明細表（その１）」の（注）２に準ずる。

３ 「学科名」欄は，当該設備を主として作成し，完成後実験実習に使用する学科の名称を記入する。

４ 「材料」欄の「品名」は，当該設備を製作するために必要とする材料の品名を具体的に記入する。なお，同一の品名であっても規格等が

相違している場合は，当該規格等ごとに品名を記入する。また，当該材料を組立て材料一式で購入を予定する場合は，組立て材料一式の名

称を記入してその内訳（数量を含む。）を「品名」欄に（ ）書きで記入し，「数量」，「単価」・及び「金額」の各欄については内訳ご

との記入は要しないものとする。

５ 「材料」欄の「数量」，「単価」は「品名」に記入した品ごとの数量及びその単価を記入し，「金額」にその品ごとの金額を記入する。

６ 「国庫補助金額」欄は，「金額」に対する補助金額を，「設置者負担金額」欄は「金額」に対する設置者負担金額をそれぞれ記入する。

７ 「小計」欄は，製作する設備ごとに記入し，「計」欄は学科ごとに記入し，「合計」欄は学校ごとに記入する。

８ 「納入（検収）年月日」及び「支払（予定）年月日」欄は，「明細表（その１）」の（注）７に準ずる。

９ 添付資料については，「明細表（その１）」の（注）８に準ずる。



明細表（その３）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

学校（施設）名
事 業 名 設 備 更 新

法 人 名

更 新 さ れ る 設 備 更 新 に よ り 新 た に 整 備 す る 設 備

設備の種類 国 庫 補 助 設 置 者 納入 (検収 ) 支払 (予定)
品 名 整備年度 品 名 数 量 単 価 金 額 年 月 日 年 月 日

金 額 負 担 金 額

円 円 円 円

小 計

小 計

計

（注）１ この明細表は，学校別に作成する。

２ 「学校（施設）名法人名」欄は，「明細表（その１）」の（注）２に準ずる。

３ 「設備の種類」欄は，基準設備，普通科等産業教育設備，普通科等家庭科，専攻科，産業教育共同利用施設又は農業経営者育成高等学校

拡充整備業教育の別を記入する。

４ 「更新される設備」の各欄は，平成６年度以降における高等学校産業教育設備台帳及びその他事業の管理簿のそれぞれの該当欄から転記

する。

５ 「国庫補助金額」欄は，「金額」に対する補助金額を，「設置者負担金額」欄は「金額」に対する設置者負担金額をそれぞれ記入する。

６ 「納入（検収）年月日」及び「支払（予定）年月日」欄は，「明細表（その１）」の（注）７に準ずる。

７ 添付資料については，「明細表（その１）」の（注）８に準ずる。



明細表（その４）

補助金の区分 学校教育設備整備費等補助金（高等学校産業教育設備整備費）

学校(施設)名 履 修 教 科 名
事 業 名 履習単位数

法 人 名 又は専攻科名

円 円 円
基 準 金 額 整備後の現有金額 整備後の投資金額

購 入 （ 検 収 ） 購入（検収） 国 庫 補 助 納入（検収） 支払（予定）
品 名 単 価 設置者負担金額

数 量 金 額 金 額 年 月 日 年 月 日

円 円 円 円

合 計

（注）１ この明細表は，普通科等産業教育設備，普通科等家庭科，専攻科，産業教育共同利用施設及び農業経営者育成高等学校拡充整備の別に作

成する｡

２ 「事業名」欄は，上記１に掲げる当該事業の名称を記入し，学校（施設）別に作成する。

３ 「履習教科名又は専攻科名」欄は，普通科等産業教育設備または専攻科の場合のみ記入し，普通科等産業教育設備の場合においては，別

に定めるところの教科の名称を記入する。

また，専攻科の場合においては，農業，工業，商業，水産，家庭，看護の各専攻科名のほか，さらに複数の学科を設置する場合はその名

称を記入する。

４ 「履習単位数」欄は，普通科等産業教育設備又は普通科等家庭科の場合においてのみ，別に定めるところの単位数を記入する。

５ その他の欄に記入については，「明細表（その１）」の（注）に準ずる。

６ 添付資料については，「明細表（その１）」の（注）８に準ずる。



別添６

（２）特別支援教育設備整備費等

実績総括表

補 助 対 象 経 費

①と③のい

補 助 事 業 の 区 分 等 交付決定額 補助基準額 ①の 1/2 ずれか低い

支出済額 支出予定額 計 額

① ② ③ ④

１．特別支援学校共通設備 千円 円 円 円 円 千円 千円

（１）自立活動設備充実事業

（２）屋外自立活動設備充実事業

（３）重複障害教育設備充実事業

特 （４）特別活動設備充実事業

（５）創作教材材料充実事業

別 ２．視覚障害者に対する教育を行

う特別支援学校設備費

支 （１）視覚障害情報支援充実事業

（２）教材複製設備充実事業

援 ３．聴覚障害者に対する教育を行

う特別支援学校設備費

教 （１）集団補聴設備充実事業

（２）ＦＭ補聴設備等充実事業

育 ４．知的障害者、肢体不自由者又

は病弱者（身体虚弱者を含む）

設 に対する教育を行う特別支援学

校設備充実事業

備 （新設学校設備）

５．幼稚部設備充実事業

整 ６．寄宿舎設備充実事業

７．スクール・バス充実事業

備 （１）一般用

（２）重度障害者用

事 ８．高等部職業教育設備充実事業

９．特別支援学級等設備充実事業

業 （１）特別支援学級等設備

（２）集団補聴設備

（３）教材複製設備

（４）ＶＴＲ設備

小 計

情報機器等設備

最新の情 （１）特別支援学校情報機器

報機器等 等設備充実事業

整備事業 （２）特別支援学級等設備充実事

業

（情報機器等設備）

小 計

学校安全設備

学校安全 （１）特別支援学校学校安全

設備整備 設備充実事業

事 業 （２）特別支援学級等設備充実事

業

（学校安全設備）

小 計

計

※ 実績内訳を添付すること。



特 別 支 援 教 育 設 備 整 備 事 業 等 実 績 内 訳

補 助 対 象 経 費 補助基準額

事業区分 学 校 名 学 級 名 交付決定額 補助対象 ③と④のい ⑤× 1/2 ②と⑥のいず ②－⑦

限 度 額 ずれか低い (千円未満切捨て) れか低い額

支 出 済 額 支出予定額 計 額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 円 円 円 円 円 千円 千円 千円

合 計

（作成上の留意事項）

１．この様式は、特別支援教育設備整備事業、最新の情報機器等整備事業、学校安全設備整備事業ごと別様にて作成すること。

２．この様式は、学校等当たり設備細目事業ごとに別欄にて記入し、①は、特別支援教育設備整備事業、最新の情報機器等整備事業、学校安全設備整備事業の細目事業欄

の事業区分名を記入すること。

３．⑦が確定額となる。

４．補助事業の内容を明らかにする「設備購入明細書」を添付すること。



設備購入明細書（スクールバス充実事業以外の事業）

事 業 区 分 学校名 学級名

品 目 名 数 量 購 入 単 価 購 入 金 額 購入年月日 支 出 年 月 日 規 格 等

（支出予定年月日）

円 円

合 計

（作成上の留意事項）

１．この様式は、学校等当たり設備細目事業ごとに別葉で作成すること。

２．支出未済の場合は「購入金額」及び「支出年月日」を（ ）で囲むこと。

３．規格等は詳細に記入し、製造業者名も記入すること。

４．数量を一式又は一組として購入した場合はその内訳書（品目、数量及び金額を記入すること ）を添付すること。。



設備購入明細書（スクールバス充実事業（一般用、重度障害者用 ））

購入に係 学 校 名

る 学 校 障 害 区 分 １．知的障害 ２．肢体不自由 ３．病弱

区 分 １．一般用 ２．重度障害者用

購 購 入 金 額 円

購 入 年 月 日

入 支 出 年 月 日

（支出予定年月日）

自 年 式 、 車 名 （ 製 作 年 式 車 名 製作会社名 型 式

会 社 名 ） 及 び 型 式 年式

動 新 車 ・ 中 古 車 の 別 １．新 車 ２．中古車

乗 車 定 員 人

車 原 動 機 の 種 類 種 類 型 式 馬 力

型 式 及 び 馬 力

運行開始（予定）年月日

特別支援学校のバスと

して特に留意した点

（内部構造、設備等）

（作成上の留意事項）

１．この様式は，スクールバス１台ごとに別葉で作成すること。

２ 写真を添付すること 前方 側方 後方 内部構造 重度障害者用については自動昇降． 。（ ， ， ， ，

装置について撮影したものとする ）。

また，改造状況をあらわす図面を添付すること。



様式第８（第１３条関係）

第 号

令和 年 月 日

文部科学大臣 殿

都道府県知事名

令和 年度学校教育設備整備費等補助金に係る額の確定報告書

令和 年度学校教育設備整備費等補助金に係る額を下記のとおり確定しましたので報

告します。

記

１．総括表

交付決定額 確定額 不用額補助対象経費

補 助 区 分 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ 確定年月日

円 円 円 円

高等学校産業教育設備整備費

高等学校産業教育設備整備費

特別支援教育設備整備費

特別支援教育設備整備事業等

最新の情報機器等整備事業

学校安全設備整備事業

計

合 計

２．事業別内訳（別添のとおり）

（１）高等学校産業教育設備整備費・・・・・・別添７

（２）特別支援教育設備整備費等・・・・・・・別添８

【本件担当者連絡先】

担当課名：

電話番号：

メール：E



別添７

（１） 令和 年度高等学校産業教育設備整備費

補 助 金 国 庫 補 助 金 国 庫 補 助 金 確 定 通 知 書
学 校 法 人 名 学 校 名 備 考

の 区 分 交 付 決 定 額 確 定 額 日 付 文 書 番 号（

学

校 高 教

教 整 等 育

育 備 学 設

設 費 校 備

備 等 産 整

補 業 備

助 費

金 計

）

（注）１ 「補助金の区分」欄は，負担（補助）の対象となったもののみ記入し，本表を作成する。

２ 「国庫補助金交付決定額」欄は，交付決定通知（交付決定の変更のあった場合は，当該交付決定変更通知による。）による国庫補助金

交付決定額を記入する。

３ 「国庫補助金確定額」欄は，確定し通知した金額を記入する。

４ 「確定通知書」欄は，確定通知書の年月日及び文書番号を記入する。



別添８

（２） 特 別 支 援 教 育 設 備 整 備 費 等

番 補助事業者名 補助対象経費 交付決定額 確 定 額 不 用 額 確定年月日 備 考

号 ① ② ①－②

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

合 計

（注）補助対象経費欄は、補助基準額（補助対象経費と補助対象事業限度額のいずれ

か低い額）を記入すること



住所

名称

代表者役職名、氏名

ゆうちょ銀行以外の金融機関

ゆうちょ銀行（通帳に表記されている記号５桁及び番号８桁を記入）
例）記号　１２３４０－１　→　２３４　の部分を記入（１桁目の１と５桁目の０は固定なので記入不要、－１は記入不要）　　　

     番号　１２３４５６７１　→　１２３４５６７　まで記入（８桁目の１は固定なので記入不要）　

1 0

1

※２注意　契約書の一部となり、容易に変更ができないので、記入漏れ・記入誤りがないかご確認のうえ、ご提出ください。

　　メールアドレス

※番号が８桁未満の場合は、頭に”０”を付けて８
桁にすること。

　　上記、銀行口座についての問い合わせ先

　　担当者役職名、氏名

　　電話番号

ゆうちょ銀行

記号

番号

"本店"の場合には、プルダウンリスト
から"本店"を選択すること。

金融機関コード

※"0"を省略せずに
　必ず４桁で記入

店舗コード

※"0"を省略せずに
　必ず３桁で記入

預金種別

※普通預金、当座預金、別段預
金のいずれかを記入

口座番号

※必ず７桁で記入。７桁未満の
　場合は、頭に"0"を付けて

　７桁にすること。

振込先口座（注意：国庫金を取り扱っていない銀行には振込できません）

カナ口座名義

※通帳に表記されているカナ口座名義を記入

金融機関名 支店名

別紙（銀行口座情報）

〒

※１　上記は国庫金振込通知書の発送先となります。

略称や漢字名のフリガナではなく、通
帳の見開き部分などに表記されている
カナ口座名義を、そのまま記入してくだ

さい。

上記の金融機関名・支店名と合っているか
確認のうえ、記入してください。

銀行口座情報の変更等は、こち
らに記載いただいたご担当者様
のみと行いますので、くれぐれも
記載漏れや誤記入にご注意くだ
さい。
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